
 

【出向元事業所賃金補填額・負担額調書 記載例（C型の場合） その１】 

 

  

右上に記載している支
給対象期中に出向を実施

した出向労働者毎に全員
記載してください。 

出向開始後１か月以内に出向をしなくなった場合、出向期間
が１か月以上であるという要件を満たさないため、基本的に支
給対象となりませんが、次の理由で出向しなくなった場合に

は、出向しなくなった日の前日までの期間は支給対象となりま
すので、⑦欄以降は当該期間に要した額を記載してください。 
イ 出向労働者の責に帰すべき理由により解雇した場合 

ロ 出向労働者が自己の都合により退職した場合 
ハ 出向労働者が死亡した場合 
二 天災その他やむを得ない理由により継続が不可能となっ

たために出向の解消を行った場合 

出向元事業主が賃金として出向労働者に対し
て支払った額（出向先事業主が出向元事業主に補

助した額を含みます。）を記載してください。 

賃金を除き、支給対象期中に出向元事業主
が出向労働者の出向に要した出向期間中の
経費を記載してください。 

出向元事業主が賃金として出向労働者に対
して支払った額から、出向先事業主が出向元事

業主へ補助した額を除いた額を記載してくだ
さい。 

出向先事業主が出向元事業主に賃金の補助をした年月日を記
載してください。申請時点で未だ支払っておらず、これから支

払う予定の場合はその支払い予定日を記載してください。なお、
補助予定年月日は当該出向労働者の最後の支給対象期の支給申
請期限以内としてください。 

支給対象期中に出向を
受け入れている場合には

その始期を記載してくだ
さい。既に提出している
計画届に記載している出

向期間内の日付となって
いることを確認してくだ
さい。 

なお、本助成金の対象
となる出向労働者は、出
向開始前に６か月以上出

向元事業主で雇用されて
いた労働者である必要が
あります。本欄に記載し

た年月日が③の年月日か
ら６月以上経過している
かをご確認ください。 

支給対象期中に出向が終了した場合は当該

年月日を、支給対象期よりも後に出向が終了
する場合は、その予定の日付を記載してくだ
さい。 

この日付は④から１か月以上２年以内の日
付である必要があります。 

当該支給対象期に出向労働者に対する賃金と

して、出向先事業主が出向元事業主に補助した
額を記載してください。申請時点で未だ支払っ
ておらず、これから支払う予定の場合はその支

払い予定額を記載してください。 
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【出向元事業所賃金補填額・負担額調書 記載例（C型の場合） その２】

⑫欄にチェックを付している場合であって、出

向元事業所が次の a 又は b のいずれかに該当する
場合にはチェックを付してください。 
a 出向元事業所の業種が次の(a)～(c)のいずれ

かであること。 
 (a) 運輸業、郵便業（大分類Ｈ） 
 (b) 宿泊業、飲食サービス業（大分類Ｍ）  

 (c) 生活関連サービス業、娯楽業（大分類Ｎ） 
b  次の要件に該当すること。  

生産指標の最近３か月間の月平均値が前年同

期に比べ20％以上減少している事業所の事業主 

当該支給申請にかかる出向が、労働組合等との間による協定に

定めるところによったものであることを、労働組合等の代表が確
認し、氏名等を記載してください。また、下の四角囲みの内容を
満たす場合は、それぞれ□にチェックをしてください。 

出向初期経費は原則として、当該出向労働者にとって初回の支給対象期に支給
申請することとなります。 

このため原則として、当該出向労働者の初回の支給対象期に出向初期経費を申
請する場合（※）は、チェックをしてください。 
（※）右上に記載の支給対象期中に受け入れた出向労働者について、出向を受け

入れるに際してあらかじめ要した経費がある場合、チェックを付してください。 
ここでチェックを付した出向労働者について出向初期経費の申請をする場合

は、様式第６号別紙を提出する必要があります。 
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